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１．はじめに 

近年，全国の地方自治体において財政悪化や少子

高齢化など厳しい環境におかれる中で，地域医療の

中核を担う自治体病院の整備は重要な課題となって

いる．特に，合併後の自治体には，財政負担を削減

するために公的病院や消防署の整理，施設・職員の

配置運用の効率化を図ることが求められている． 
平成18年に 2市８町が合併した天草市は非常に切
迫した財政状況にある中，４つの自治体病院を抱え

ており，その再編を迫られている． 
本研究では天草地域における保健医療の状況を分

析し，合併により機能の重複した病院の統廃合によ

る再配置，個々の病院の機能を見直して集約化，施

設統合による合理化といった抜本的再編について検

討する． 
 

２．天草地域における医療状況 

（a）天草地域の概況 

 天草地域は平成18年の県推計人口では13万６千

人と人口減少基調にあり，高齢化率では31.7％と熊

本県下でも高率の少子高齢化の影響を強く受けてい

る過疎地域である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐1  天草地域の人口の推移（国勢調査） 

（b）天草地域の病院の状況 
天草地域には現在 5つの公的病院があり，また多

数の民間病院，診療所が立地している．病床数だけ 

 
でも既に187床１）が管内の基準病床数を超過してお

り，一般的に自治体病院の経営状況は一般財源の繰

り出し金なしには極めて厳しい赤字経営状況にある．

平成 17年度の熊本県の資料によると天草市管内の

医療施設は19病院，112診療所，51歯科診療所があ

り，そのうち本渡に6病院，42診療所，19歯科診療

所が立地している．つまり天草管内では病院につい

ては 32％，診療所は 38％，歯科診療所は 37％が本

渡に集中しており，医療サービスの地域偏在の傾向

が窺われる．下記の表-1は公的病院の概要であり，

図-2は天草保健医療圏の病院の位置と一般病床の規

模を地図に落としたものである．   
表‐1 天草地域の公的病院の概要(平成16年度)１）  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 天草地域の病院の立地状況と一般病床の規模 
（注：赤字の病院が公的病院，黒字はその他を表す．） 
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３．病院の再配置検討モデル 

 この種の配置問題は地域に施設をどのように配置

したらよいかを数理的に考える最適施設配置問題と

して定式化できる．定式化する上で，主に公共施設

配置問題を想定して考案されたモデルとしてメディ

アン問題，センター問題，カバー問題がある． 
本研究では特にｐ－メディアン問題とｐ－センタ

ー問題の両方の指標を用いて現況を評価し，統廃合

等の再配置について考える．その理由は，公的病院

は住民の生命に関わる公的サービスを如何に維持し

ていくべきかということ，即ち、住民の安心・安全

を守るための基幹的行政サービスを公平性と効率性

を確保しながら維持していくにはどのような再編が

必要なのかという観点によるものである．                   
（1）p－メディアン問題：利用者がそれぞれ最寄り

の施設を利用するという前提で，利用者全体の施設

までの総移動距離（総移動費用）を最小化するよう

な施設配置であり，人口集中地区への施設配置が優

先されるため効率性重視のモデルといえる．           
 ｐ－メディアン問題は以下のように目的関数と一

定の制約条件式からなる線形計画問題として定式化

される． 
 
制約条件：  
 
 
 
 
ただし， ia は需要地点 iにおける需要（人口）， ijd は
地点 ji, 間の最短移動距離，pは施設数である．また，
施設が候補地点 jの中のどこに立地するかを立地変
数 jY という0－1変数を用いて定義する．すなわち，

jY が1のとき施設は立地し，0のとき立地しないと
する．同様に需要地点 iから施設への割り当てを配分
変数 ijX という0－1変数を用いて定義し， ijX が１

のとき需要地点 i から候補地点 jへの割り当てがあ
り，0のとき割り当てがないものとする． 
（2）p－センター問題：施設までの移動距離が最も

遠い利用者の移動距離を最小化するような施設配置

でミニ・マックス問題としてよく知られる．住民間

での施設利用の均等な機会や，近接性の地域格差を

是正するという点で公平性を重視したモデルといえ

る．p－センター問題は以下のように線形計画問題と

して定式化される． 
 
制約条件：          

および、式（2）～（6） 
  
このような最小化モデルを用いるにあたり，まず

現況における物理的アクセシビリティの評価を行っ

た．保健医療サービスのアクセシビリティは医療機

関までの到達の容易さを示す概念であり，その決定

要因は住民の価値観，信念，経済的事情等が考えら

れる．ここでは物理的アクセシビリティとして，移

動手段として良く用いられる，車での移動距離を指

標に用いた．また，移動距離は天草地域の各町丁目

の重心からそれぞれの最近隣病院（精神病院を除く）

までを測定した． 
 表-2 各町丁目から病院施設までの移動距離 

平均移動時間（分） 11.58  

平均移動距離（ｋｍ） 5.94  

最大移動時間（分） 43 

最大移動距離（ｋｍ） 22.41  

総需要距離 935602.7 

表－2より，最近隣の病院までの距離が約 22km又は
43分かかる住宅地もあり，病院利用者によってはア
クセシビリティが悪く，公平性が低いと考えられる． 
 

４．おわりに 

 今後，病院施設の廃統合もしくは集約化を考慮し，

配置パターンを設定していく．そして，そのパター

ンにおける評価を行い最適な施設配置を検討したい．

ただし，３章のモデルで用いているのは距離指標の

みであり，病院施設の利用者における受療動向を反

映していないため，受療動向の予測が必要となる．

そのため，受療動向の決定要因である距離や医療サ

ービスの質，患者の属性等を説明変数として非集計

型の選択モデルの枠組みを応用し，個人毎の医療施

設の選択状況を表現する施設選択モデルを構築する

必要がある．  
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